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前提あるいは仮説(Hypothesis)

2011.3.11の東日本大震災と福島原発事故は、21世紀を象徴する巨大複合災害として、日

本社会だけでなく人類社会全体に対してきわめて大きな衝撃を与えた。学術分野においても、
2011.3.11は、従来のピースミールな学術研究のあり方や既得権益を擁護する大学・学会のあ
り方に対して根源的な反省と抜本的な改革を促すものであった。まさに2011.3.11は、学術研究

のあり方を「すべてを新しい方法で、創造的な方法で考え直す」（ジョン・ダワー）重要な契機であ
った。

2011.3.11から3年余が経ち、私たちはどれだけこうした知的営為を真摯におこない、何をど
のように変えることが出来たのだろうか。2011.3.11から3年がたった現在だからこそ、東日本大

震災と福島原発事故の経験と教訓を、より広くより永い視野から明らかにし、人類社会共通の知
恵としてまとめていくことが必要ではなかろうか。

21世紀に入ったこの10数年を振り返ってみると、2011.3.11の東日本大震災・福島原発事故
だけでなく、2004.12.26のインドネシア・スマトラ島沖大地震（死者17万人）、2008年にミャンマ
ーをおそったサイクロン・ナルギスによる水害（死者10万人以上）、2013年11月にフィリピン中部
をおそった台風30号・ハイヤンによる風水害（死者8千人）など、大規模な災害が頻発している。
21世紀は、環太平洋火山帯の活動期移行による大規模な地殻変動の世紀であり、気候変動に

伴う異常気象と環境災害の世紀となるのではないかということを強く示唆するものである。東南
アジア史家のアラン・リードが述べているように、20世紀は「戦争の世紀」、「紛争の世紀」であっ
たが、21世紀は環境危機も含めた「災害の世紀」となる可能性が極めて高い。

こうした自然認識・社会認識が成り立つとすれば、私たちは改めて2011.3.11の東日本大震
災と福島原発事故を人類史に明確に記録し、21世紀を「災害の世紀」として位置づけ、東日本

大震災と福島原発事故の経験と教訓をまとめ、国際社会へ広く、強くフィードバックすることが必
要である。 6
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なぜ、ポスト2015開発目標（Post MDGs）やSDGsに
災害対処能力向上（Resilience for Disaster）の目標

がないのか？

1. 従来型の開発政策の思考パターンでは、途上国の開発を進め、インフラやガ
バナンスが整備されれば、おのずから災害対処能力（レジリエンス）は向上す
ると考える、あるいは、災害は人間社会のコントロール外にある「外性ショック
」であり、ある意味で「外れ値」であるため、通常の開発目標にはなじまないと
の考え？（災害は例外事項）

2. 従来の災害研究（事故研究）はマイナーな応用研究であり、学術研究のメイ

ンストリームではなく、開発研究や環境研究（持続性研究）とは異なる学術

領域であるため、「知識の縦割り」が発生しているのでは？

(行政も縦割り、知識も縦割り）

3. 先進国 and 環境先進国と自負してきた日本で起きた2011.3.11の東日本

大震災・福島原発事故の人類史的意味は何だろう？表面的にインフラやガ

バナンスが整備され、地震研究や災害研究が進んでいると思われた日本で

起きた「3.11」は、「日常性（持続性）」と「非日常性（災害・緊急時）」との連続

性を示唆しているのでは？（持続性と災害、レジリエンスとの関係）
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Sustainability/Resilienceの課題としてのフクシマ
「福島の再生なくして日本の再生なし」

福島原発事故の問題は、日本社会にとっても、国際社会にとっても決し
て ”one of them” の問題ではない。フクシマ原発事故は、1979年のスリー
マイルアイアランド（TMI）事故、1986年のチェルノブイリ事故とならぶ人類

史上に残る原発事故であり、民主主義社会における大規模な住民避難（最
大時16万4,218人、2012年6月福島県調査）を伴うレベル7の原発事故とし
ては、人類史上初の過酷事故である。2011.3.11の原点に戻り、福島原発
事故の意味や福島復興の意義を再確認することが必要である。

福島では、いまだに13万7,306人が避難生活を余儀なくされており（
2014年1月・福島県調査）、このうち、県外避難が4万7,995人と極めて多く（
2014年2月現在・復興庁調査、岩手は1,486人、宮城は7,076人）、また震災
関連死は1,635人（2014年2月4日現在・福島県調査、岩手417人、宮城873
人、岩手・宮城は2013年9月末の人数）にのぼる。
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SustainabilityとResilience  
Sustainability と Resilienceとの関係性

Sustainability＝ f (Environment, Society, Economy)
Environment, Society, Economyの関係性はNon-linear （e.g.  EKC）

Environment（生態系）, Society（社会システム）, Economy（経済システ
ム）は、それぞれResilienceとVulnerability（脆弱性）を内包

Resilience ＝ 抵抗力（回復力）＋適応力

抵抗力：ストレスに対する回復力、ある環境（系）に留まろうとする力

（閾値内、元の環境内）

適応力：閾値を越えてしまったとき、新たな系へ適応し、機能する力

（閾値外、新たな環境、福島復興のケース）
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従来の防災モデルと新たなResilience Model
従来の防災モデル（予防・減災中心）

D = f (H, E, V)
where D:被害、H：ハザード、E:暴露量、V:脆弱性

Resilienceモデル（予防＋回復・適応）

R = f (D, A, T)  

R = f (H, E, V, A, T)
where  D:被害、H：ハザード、E:暴露量、V:脆弱性

A: 人間活動、 T: 時間

予防力の強化：Robustness（頑強性）＋Redundancy（多重性）の強化

回復力・適応力：Resourcefulness（資源動員力）

＋Rapidity（迅速性）の強化

（出所） JST/RISTEX/林春男, MCEER’s Resilience Framework
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SD Goals and Targets of Resilience
兵庫行動枠組（HFA 2005-2015）：

3つの戦略目標：a) 持続可能な開発の取組みに減災の観点をより効果的
に取り入れる、b) 全てのレベル、特にコミュニティレベルで防災体制を整備
し、能力を向上する、c) 緊急対応や復旧・復興段階においてリスク軽減の手
法を体系的に取り入れる。

5つの優先行動：①防災を国、地方の優先課題に位置づけ、実行のための

強力な制度基盤を確保する、②災害リスクを特定、評価、観測し、早期警報
を向上する、③全てのレベルで防災文化を構築するため、知識、技術革新、
教育を活用する、④潜在的なリスク要因を軽減する、⑤効果的な応急対応
のための事前準備を全てのレベルで強化する。

Resilienceの目標: Build Resilience and Reduce Disaster Risk 
①フィードバック力：危険な変化を予知して対応する力、「想定外」を想定

する力

②資源とプロセスの脱集中化：現場判断力の強化

③俯眼的アプローチの重要性：人材育成と制度・組織の整備
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Sustainability/Resilience
を強化するにはInnovation
とdiversityが不可欠である。

Diversity, Innovation, 
Resilience, Sustainability
の関係性

Diversity:多様性（公平性、寛容性）の拡大

⇒Innovation:社会イノベーション（活力、革新）の創造

⇒Resilience（災害への抵抗力・適応力）の強化

⇒Sustainability（強くしなやかな社会）の具体化
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Diversity  

Sustainability  Resilience  

Innova on  

アジア恊働大学院（AUI）のコンセプト 

多様な民族、文化を許
容し、認め、尊重する 

学術研究や科学技術
の成果を活用する 

地域・国を超えた地球と人間
社会の持続可能性を考える 

自然災害や気候変動へ
の抵抗力を強化する 

文理社会恊働による 
「総合知の共創」 

アジアの持続可能な発展を目指した 
「未来の社会モデル」の研究開発 

研究・教育 社会貢献 


